
熊本県がん患者等就労支援
ネットワーク会議について 

資料１ 

平成２９年２月７日 
熊本県健康づくり推進課 



熊本県の現状 
１年間に12,054人が「がん」になり、5,481人が亡くなられています。 

出典：国立がん研究センターがん対策情報センター 

男性 

６，８８７人 

前立腺、肺、胃、大腸 

３，１４５人 

肺、胃、大腸、肝臓 

女性 

５，１６７人 

乳房、大腸、肺、胃 

２，３３６人 

肺、大腸、膵臓、乳房 

がんの罹患者数（H25） 

かかる方が多いがん 

がんの死亡者数（H27） 

亡くなる方が多いがん 
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生涯のうち 
約２人に１人が 
「がん」になる可能性 
があります。 



出典：国立がん研究センターがん対策情報センター 
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【2016年のがん統計予測】 

 がん患者数予測 101万200人 

（2012年全国推計  86万5,238人） 

  死亡者数（2015） 37万 346人 
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がんの罹患者数､死亡者数､闘病者数の推計 
（全国） 



出典：国立がん研究センターがん対策情報センター、熊本県のがん登録 

2012年診断年全罹患者数：865,238人 

20-64歳：256,824人 全体の29.7％ 

20-69歳：370,823人 全体の42.9％ 

2013年 熊本県全罹患者数：12,054人 
20-64歳：3,355人 全体の27.8％ 

20-69歳：4,759人 全体の39.5％ 

がん患者の約３人に１人は就労可能年齢で罹患 
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性別・年齢別がん罹患者数（全国） 



企業の従業員が「がん」になる可能性 

広島県「経営者の皆様だからできること」を参考に作成 

参考：賃金構造基本統計調査（厚生労働省）、熊本県がん登録（平成25年） 
＊賃金構造基本統計調査から、算定した企業規模別の性・年代別の従業員割合を基に、仮定した従業員数における 
 性年代構造を割り出し、平成25年熊本県のがん登録iに掲載されている性・年代別がん罹患率を掛け合わせ、１社 
 あたりのがん罹患率を算出（小数点第2位以下四捨五入） 

1年に3人 

1年に3.9人 

1.7年に1人 

5.3年に1人 1.2年に1人 

7.2年に1人 
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仕事を持ちながら悪性新生物で通院している方 

悪性新生物の治療のため､仕事を持ちながら通院している方は 

 全国 32.5万人（男性 計14.4万人､女性 計18.1万人） 

平均入院日数は短くなり、通院しながら治療を受ける患者が増加。 
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 「平成22年国民生活基礎調査」を基に  

 厚生労働省健康局で特別集計したもの 

46.6日 

31.9日 30.2日 25.4日 23.5日 21.2日 

91 99 
121 119 121 117 

132 125 136 
120 123 117 

平成11年 平成14年 平成17年 平成20年 平成23年 平成26年 

出典：厚生労働省「患者調査」 入院受診率・外来入院率は、推計罹患者を人口１０万対で示した数。 

平均在院 
日数（日） 

外来受療率（人） 

入院受療率（人） 

熊本県における悪性新生物（がん）の入院受療率・外来受療率・ 
退院患者における平均在院日数の推移 



がん患者・経験者の就労問題 

診断時点にお勤めしていた会社や営んでいた事業等について 

がん患者を対象に調査を行った結果がんの診断後、 
 

・勤務者の34％が依願退職、解雇されている。 

・自営業等の者の13％が廃業している。 

 
がん患者のうち体力低下や勤務調整が困難であること
などを理由に依願退職または解雇された者の割合 

2003年 2013年 

34.7％ 34.6％ 

出典：厚生労働省がん研究助成金「がんの社会学」に関する合同研究班（主任研究者 山口 建 平成16年） 

出典：全国4,054人の外来通院中のがん患者とがん関連患者団体会員を対象とした調査 7 



がんの５年相対生存率(全がん)の推移 

53.2 
54.3 

56.9 

58.6 

50

52

54

56

58

60

62

64

1993-1996 1997-1999 2000-2002 2003-2005 2006-2008

出典：国立がん研究センターがん対策情報センター 

62.1 

がん医療の進歩により生存率は上昇。 

1993-1996 2006-2008 

限局 84.6 90.4 

領域 43.2 55.1 

遠隔 10.3 13.6 

■限局…原発臓器にとどまっているもの 
■領域…所属リンパ節転移・隣接臓器に浸潤しているもの 
■遠隔…遠隔臓器や遠隔リンパ節等に転移･浸潤しているもの 
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がん対策に関する世論調査（平成28年11月調査） 
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仕事と治療等の両立についての認識 
日本の社会は、がんの治療や検査のために２週間に１度の通院が必要なとき働き続けられる環境だと思うか 

そう思う（小計） 27.9 そう思わない（小計） 64.5 

話せると思う（小計） 87.9 
話せるとは思わない 

（小計） 11.4 



がん対策に関する世論調査（平成28年11月調査） 
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仕事と治療等との両立を困難にする理由 
日本の社会が仕事と治療等の両立を難しくさせている最大の理由は何か 

平成28年 
(1,170人) 

平成26年 
(1,182人) 

平成28年 
(1,815人) 

仕事と治療等の両立のために必要な取組み 
働くことが可能で、働く意欲のあるがん患者が働き続けるようにするために必要な取組みは何か 

代わりに仕事 
をする人がい 
ない、またはい 
ても頼みにくい その他 

21.7  

22.6  

21.3  

22.2  

6.0  

8.8  
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13.1  
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0.4  
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0.5  

[値] 

[値] 

[値] 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

職場が休むこ 
とを許してくれ 
るかどうかわ 
からないから 

休むと職場 
での評価が 
下がるから 

休むと収入 
が減ってし 
まうから 

がんの治療・ 
検査と仕事の 
両立が体力的 
に困難だから 

がんの治療・ 
検査と仕事の 
両立が精神的 
に困難だから 

特にない 

わからない 

35.3  32.4  32.5  46.0  38.6  52.6  
0.7  
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がん患者と 
産業医と主 
治医の連携 

主治医が就労環 
境への配慮を求 
める意見書を提 
出すること 

企業向けセミナー 
など、職場の理解 
を深めるための広 
報啓発 

1時間単位の休 
暇や長期の休暇 
がとれるなど柔軟 
な休暇制度 

病気の治療や 
通院のために 
短時間勤務が 
活用できること その他 

わからない 在宅勤務を 
取り入れる 
こと 



がん対策基本法とがん対策推進基本計画 

がん対策基本法 がん対策推進基本計画 
平成19年6月(1期) 平成24年6月(2期) 

 

 
 

熊本県がん対策推進計画 

第１次 平成19年11月 第２次 平成25年3月 

がん対策アクションプラン 
（年次行動計画） 

平成25年～平成29年 

がん患者を含む県民が、がんを知り、
がんと向き合い、共に支え合う社会 

計画期間 

目指す姿 

がん患者を含む国民が、がんを知り、
がんと向き合い、がんに負けない社会 

目指す姿 

がん対策を総合的かつ計画的に推進 
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平成25年～平成29年 
がん患者を含む県民が、がんを知り、 
がんと向き合い、共に支え合う社会 

計画期間 目指す姿 

  がんによる死亡者の減尐 
 （75歳未満の年齢調整死亡率の減尐） 

全てのがん患者及びその家族の苦痛の軽減 
並びに療養生活の質の向上 

 がんになっても安心して暮らせる社会の構築 

３つの目標 

３つの主要分野と重点施策 

がんの予防と早期発見 がんの医療体制の整備 
がん患者及びその家族の
療養生活の質の維持向上 

生活習慣の改善 
がん検診受診率の向上 
がん検診の精度管理の実施 

チーム医療の推進と人材育成 
医療機関の連携の推進 
緩和ケアの推進 
小児がん診療体制の整備 

共感的支援（ピアサポート） 
の充実 
働く世代に対する支援 
小児がん経験者に対する支援 

熊本県生活習慣病検診等 
管理指導部会 

熊本県がん診療連携協議会 
がんサロン 

ネットワーク熊本 

進行管理 

熊本県がん対策推進懇話会 

熊 本 県 

第２次熊本県がん対策推進計画の概要 
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働く世代のがん患者の就労に関する課題への対応 

企業・職場における啓発 

・地域や職場で、がんやがん患者・ 
 経験者に対する理解が進む啓発 
・がん患者が参加できる自己管理に 
 関するプログラム等の情報提供 

・がん患者及び患者の療養を支援する  
 家族の職場復帰の支援等に関する 
 ネットワークの構築に取り組む 

働く世代のがん患者の就労に関する課題 

・雇用者や職場におけるがんに対する知識丌足 
・受入れに関するノウハウ丌足 
・患者自身の自己管理に対する理解丌足 
 

就労支援ネットワークの構築 

 がん患者・経験者の就労に関するニーズや課題を３年以内に明らかにした上で、国、地方公共団体、
関係者等が協力して、がんやがん患者・経験者に対する理解を進め、がん患者・経験者とその家族等
の仕事と治療の両立を支援することを通じて、抱えている不安の軽減を図り、がんになっても安心して
働き暮らせる社会の構築を目標とする。 

＜国＞第２期がん対策推進基本計画（平成24年6月） 

＜県＞第２次熊本県がん対策推進計画（平成25年3月） 
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熊本県がん患者支援向上対策会議（就労支援対策） 

平成２７年８月～、就労支援に関する関係機関・団体の委員をメン
バーとする標記会議を設置し、就労支援に係る現在の課題、状況を
取りまとめ、具体的な対策及び方向性について意見交換を行った。 

区分 氏名 所属 

座長 相藤 絹代 熊本学園大学 
社会福祉学部社会福祉学科准教授 

委員 安達 美樹 熊本大学医学部附属病院 
がん相談支援センター副看護師長 

委員 加島 裕士 熊本県経営者協会専務理事 

委員 長野 加寿美 熊本県社会保険労務士会（社会保険労務士） 

委員 福山 幹也 熊本労働局職業安定部職業対策課課長補佐 

委員 松田 陽子 がんサロンネットワーク熊本理事 

委員 吉田 稔 熊本県がん診療連携協議会相談支援・情報連携
部会（熊本赤十字病院血液・腫瘍内科部長） 

＜がん患者支援対策検討会議＞        （五十音順 表中 敬称略） 
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がん患者等に対する就労支援を充実させる対策のための提言書 

平成27年1２月、がん患者向上支援対策会議で、以下のとお
り、提言がとりまとめられた。＊県ホームページに掲載中。 

 

【最優先で実施することが望ましい対策】 
◎がん患者就労支援ネットワーク会議(仮)の設置･開催､顔の見える関係づくり 
◎医療従事者､相談員､労働者及び経営者等に対する研修･講演会等の実施 
◎就労支援に関する相談窓口一覧リーフレット作成及び患者に届ける仕組みの整備 
 
 

【優先して着手又は実施することが望ましい対策】 
◎各機関への啓発チラシやマニュアル等支援ツールの提供 
◎「がん患者、職場、医療機関等をつなぐ就労支援シート」の作成 
◎就労支援の専門家と連携した相談対応の実施 
◎ピアサポート体制の充実・実施 
◎がんに対する正しい知識の普及啓発等を含む「がん教育」の実施 

【今後効果等を含めて検討が必要な対策】 
・がん相談員等に対するスーパーバイザーの人材養成 
・土曜・休日診療の試行的取組み、外見支援専門スタッフの配置 
・企業等の経済的負担軽減策  
・がん患者等が働きやすい職場の登録と表彰、優良事例紹介 15 



熊本県がん患者等就労支援ネットワーク会議 

県内におけるがん患者等の就労支援対策を総合的に推進する
ことを目的として設置。 

＜協議事項＞ がん患者等の就労支援に係る以下の事項 
（１）就労支援ネットワークの構築・推進 
（２）就労支援対策の連携・調整、情報共有 
（３）就労支援に携わる人材の育成 
（４）就労環境の整備・促進 
（５）その他就労支援を推進するために必要な事項 
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＜構成団体等＞ １６団体                 ※順丌同 

熊本学園大学､がんサロンネットワーク熊本､熊本県がん診療連携協議会、 
(公社) 熊本県医師会､(公社) 熊本県看護協会、(公社) 熊本県薬剤師会、 
熊本労働局、(独法)労働者健康安全機構熊本産業保健総合支援センター、 
熊本県社会保険労務士会、全国健康保険協会熊本支部、 
熊本県経営者協会、熊本県がん予防対策連携企業・団体(㈱肥後銀行人事部)、 
熊本市保健所医療政策課、熊本県保健所長会、熊本県労働雇用創生課、 
熊本県健康づくり推進課 



がん患者等就労支援の取組み
について 

資料２ 

平成２９年２月７日 
熊本県健康づくり推進課 



がん患者就労支援対策の動き 

平成18年６月 がん対策基本法 成立 

平成24年６月 第２期がん対策推進基本計画 閣議決定 

平成25年３月 県 第２次熊本県がん対策推進計画 策定 

平成25年４月 ①「がん患者の就労に関する総合支援事業」（平成２５年度～） 

②「治療と職業生活の両立等の支援対策事業」（平成２５年度～） 

③「がん患者等に対する就労支援モデル事業」（平成２５～２７年度） 開始 

平成26年８月 「がん患者・経験者の就労支援の在り方に関する検討会」報告書とりまとめ 

平成27年６月 「がん対策推進基本計画中間評価報告書」とりまとめ 

平成27年12月 がん対策加速化プラン 策定 

平成27年12月 県「がん患者等の就労支援を充実させる対策のための提言書」とりまとめ 

平成28年2月 「事業場における治療と職業生活の両立支援のためのガイドライン」公表 

平成28年4月 ③「がん患者等に対する就労支援事業」 全国展開 

平成28年12月 がん対策基本法 改正 

平成29年2月 県「熊本県がん患者等就労支援ネットワーク会議」 設置・開催 18 



①がん患者の就労に関する総合支援事業（平成25年度～） 

がん診療連携拠点病院機能
強化事業 

（国指定がん診療連携拠点
病院で実施可） 
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②治療と職業生活の両立等の支援対策事業（平成25年度～） 
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②治療と職業生活の両立支援関係事業（平成2８年度） 
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③がん患者等に対する就職支援事業 （平成2５～２７年度） 
（平成2８年度～） 

平成28年4月～ 
 ハローワーク熊本に 
 専任の就職支援ナビゲーター配置 

平成28年12月～ 開始 
熊大病院への出張相談 

 毎月第２・第４水曜日 
10時30分～15時30分 

予約制：一人１時間 
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がん患者･経験者の就労支援のあり方に関する検討会報告書 

（平成26年8月） 
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がん対策推進基本計画中間評価（平成27年6月） 

「がん患者の就労を含めた社会的問題」に関する記載概要 

24 



がん対策加速化プランの概要（平成27年12月） 

出典：第５３回がん対策推進協議会  資料５ 25 



病気を抱える方の治療と仕事の両立支援に関するガイドライン 

26 



27 

病気を抱える方の治療と仕事の両立支援に関するガイドライン 



がん対策加速化プランへの提言（平成27年12月） 

「次期計画策定時に検討すべきとされた事項」 
医療機関、医療従事者に関する事項 
 • 時間外、休日に薬物療法を実施する医療機関に対するインセンティブ付不 
 • 拠点病院以外の看護師等に対する、広く就労支援に関する基本的知識を取得するた 
   めの研修機会の確保 
 • 医療従事者、相談員に対するがんと就労に関する研修の提供 
 • 労災病院、産業医等によるがん就労可能性評価の実施 
 • 「がん患者指導管理料」の活用実態の把握及び看護外来・薬剤師外来の拡大 
 • 研修を受けた経験者による就労支援の推進 
 • 患者の生活背景に応じた治療計画と配慮事項、対処方法、見通しを伝えることを重視 
   した対策の実施 

相談支援に関する事項 
 • 研修を受けた経験者による就労支援の推進 

事業者に関する事項 
 • 心身の両面について医学的側面から個別のアプローチを行える産業看護職の配置の 
   促進 

その他 
 • 中小企業や個人事業主、非正規雇用者に対する就労支援の充実 
 • がん患者の就労に関し、障害者雇用促進法に相当するがん患者雇用支援制度の適用 
 • ハローワークにおける、障害者就労支援と同等のがん患者就労支援 
 • 企業助成金、休職中の社員への社会保障に対する企業負担の減免、休暇制度の改定 
   等を議論する「がん医療に関わる社会保障制度のあり方検討会」の設置 28 



がん対策基本法 改正（平成28年12月16日公布・施行） 

 基本理念の追加（第２条） 
  ６ 保健、福祉、雇用、教育その他の関連施策との有機的な連携に配慮 
   しつつ、総合的に実施されること。 
  ７ 国、地方公共団体、第５条に規定する医療保険者、医師、事業主、 
   学校、がん対策に係る活動を行う民間の団体その他の関係者の相互の 
   密接な連携の下に実施されること。 
 

 事業主の責務の新設（第８条） 
   事業主は、がん患者の雇用の継続等に配慮するよう努めるとともに、 
  国及び地方公共団体が講ずるがん対策に協力するよう努めるものとする。 
 

 基本的施策の拡充（第20条） 
  第４節 がん患者の就労等 

  （がん患者の雇用の継続等） 
  第20条 国及び地方公共団体は、がん患者の雇用の継続又は円滑な就職 
   に資するよう、事業主に対するがん患者の就労に関する啓発及び知識 
   の普及その他の必要な施策を講ずるものとする。 
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平成28年度がん専門相談員研修会 
（平成２９年１月開催） 

平成28年度は、がん患者等の就労支援をテーマとした多職種参加（拠点
病院・2次医療圏の相談員、労働局・ハローワーク・産業保健総合支援セ
ンター職員、社会保険労務士を対象）の研修会を開催。 

30 

＜研修会概要＞ 
【日時】平成29年1月14日(土)9時30分～16時10分 【場所】熊大病院医学総合研究棟３階 
【参加人数】医療者・相談員５９名 労働関係者１９名 
 

労働関係からは医療機関の方が就労支援に取り組んでいて感動した、医療の知識もつけたい、
医療関係からは、普段関わりの尐ない職種と議論でき視野が広がった、知識を深めることで 
患者さんの悩みにもっと寄り添えることが分かったなどの感想がありました。 

【内容】 共通講義「がん患者就労支援対策の動向について」(熊本県健康づくり推進課) 

医療者・相談員向け講義 
「ハローワークと医療機関等との連携による就
職支援について」(熊本労働局職業安定課) 
「社労士の役割・就労支援に関する制度につい
て」(社会保険労務士) 
「産業カウンセラーとしての関わり」(産業カ
ウンセラー) 

労働関係職員向け講義 
「がんの一般知識～がん患者と就労支援につい
て～」(熊本赤十字病院医師) 
「がん相談支援センターの役割について」(熊
本大学病院がん相談支援センター相談員) 
 

共通講義「産業医の立場から『患者・家族の生活を支える』～職場と医療 
     の理想的連携とは～」(国立病院機構熊本医療センター医師) 
多職種グループワーク 医療者・相談員と労働職員でケース・スタディ 

➡ がんと診断された時からの就労支援 



「がん患者等に対する就労支援を 
充実させる対策のための提言書」 

の関連施策について 

資料３ 

平成２９年２月７日 
熊本県健康づくり推進課 



がん患者等に対する就労支援を充実させる対策のための提言書 

【最優先で実施することが望ましい対策】 
（１）がん患者就労支援ネットワーク会議(仮)の設置･ 
   開催､顔の見える関係づくり 
 

（２）医療従事者､相談員､労働者及び経営者等に対す 
   る研修･講演会等の実施 
 

（３）就労支援に関する相談窓口一覧リーフレット作 
   成及び患者に届ける仕組みの整備 

 
 

【優先して着手又は実施することが望ましい対策】 
◎各機関への啓発チラシやマニュアル等支援ツールの提供 
◎「がん患者、職場、医療機関等をつなぐ就労支援シート」の作成 
◎就労支援の専門家と連携した相談対応の実施 
◎ピアサポート体制の充実・実施 
◎がんに対する正しい知識の普及啓発等を含む「がん教育」の実施 32 



がん患者等への主な就労支援対策 

地域 
行政 

ハローワーク・労働局 

患者 

労働者 

医療機関 

①がん患者の就労に関する総合支
援事業（仕事の継続を重視した相
談支援の実施 等） 

職域（企業等） 

②治療と職業生活の両立等の支
援対策事業（治療と職業生活を両
立できるよう、企業向けガイドライン
の策定及び普及啓発 等） 

③がん患者等に対する就職支
援事業（拠点病院等と連携した
就職支援、事業主向けセミナー
の開催 等） 

産業保健総合支援センター 

③産業保健活動総合支援事業
（専門の相談員による、医療機
関や企業に出向きながらの相談
対応の支援 等） 

主治医、看護師、 
MSW、臨床心理士 など 

経営者、上司、同僚 
労務担当者、 
産業医、 
産業看護師 など 

社労士、ハローワーク、コーディネーター 
患者会、産業保健総合支援センターなど 

関係者が多く、複数の要因があり、個別性が高い 

医学的条件、 
個人背景・対応力、 
身体的・心理的状態、 
働く意欲、職場要因 
相談状況 など 

がん相談支援センター 

33 



（１）会議後の顔の見える関係づくりの継続 

「就労支援ネットワークの構築・推進」に向けて、会議以外
でのメールによる情報共有・連携等が行える状態を整備する
ため、ネットワーク連絡名簿を整備してはどうか。 

34 

構成団体 連絡者 区分 所属住所・☎・FAX・✉ 備考 

熊本県健康づく
り推進課 

参事 
藤本真之介 

行政担当 熊本市中央区水前寺６－１８－１ 
☎０９６－３３３－２２０８ 
FAX０９６－３８３－０４９８ 
fujimoto-s@pref.kumamoto.lg.jp 

＜名簿のイメージ＞ ※項目等をご確認ください。 

※後日、会議出席者へ連絡先等の確認を依頼します。各構成団体 
 で必要に応じて、連絡者を追加してご返送ください。 

＜活用方法例＞ 
業種間を超えた研修会等のお知らせ､各自研修会の講師依頼､ 
各専門分野における連携･助言依頼､国の動向等に関するお知らせなど 

がん患者等就労支援ネットワーク連絡名簿の整備 

mailto:fujimoto-s@pref.kumamoto.lg.jp
mailto:fujimoto-s@pref.kumamoto.lg.jp
mailto:fujimoto-s@pref.kumamoto.lg.jp


（２）研修会･講演会等の連携・情報共有の促進 

 ネットワーク連絡名簿と併せて、構成団体等で行われてい 
 る研修会・講演会等の情報を把握し、共有してはどうか。 

35 

※研修会等の把握は、名簿照会時に併せて確認を依頼します。 
 ３月中に把握できる範囲で、ご回答ください。 

＜研修会、セミナーの予定把握＞ 
 研修会名、日時、場所、対象者、内容などの概ねのスケジュールを 
把握し、取りまとめを行い、情報を共有する。 

＜依頼事項＞ 
  就労支援に関する事項は、複数の要因があり、個別性が高く 
 専門性が多岐にわたることから、 
・企画段階で関係職種の意見を聴く、 
・研修会への他職種の参加（陪席取扱い可） など 
 をご検討ください。 

 



（３）就労支援相談窓口一覧リーフレット作成 

就労支援の窓口、相談支援センター、その他の支える仕組み
（がん情報サービス、産業医・産業保健師の業務を含む）を
一覧にしたリーフレットを作成し、配布する。 
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＜熊本県版がん情報冊子＞平成28年3月 
 患者さんが、がんを理解し将来の展望を
もって治療に臨んでいただくための一助と
なるような、療養上の様々な情報をまとめ
た『熊本県版がん情報冊子』を作成
（2,000部）。 
熊本県がん相談支援センター ホームページに掲載中 
熊本県がん診療連携協議会がん相談員ワーキンググループ編 
 

＜内容＞３－３．仕事に困ったら 
（１）雇用保険、（２）求職者支援制度、（３）フレックスタイム制度、
（４）産業医・産業看護師、（５）地域産業保健センター、（６）総合支
援資金貸付制度、（７）臨時特例つなぎ資金貸付制度、（８）熊本県社会
保険労務士会、総合労働相談所、無料相談会  



（３）就労支援相談窓口一覧リーフレット作成 

就労支援等を含むがん情報を掲載した「熊本県版がん情報冊
子」を改訂し、がん患者等の手元に届くよう、平成28年度中
に8,000部を作成予定。 

＜熊本県版がん情報冊子＞ 
 第２版改訂版 平成2９年3月 ８,000部を作成 
 
 

＜内容＞ 仕事に困ったら 
～がん等で「長期療養」をしながら働きたい方へ～ 
●就労支援に携わる相談機関 
（ア）ハローワーク（公共職業安定所）､（イ）地域産業保健センター､
（ウ）熊本県社会保険労務士会（総合労働相談所、無料相談会） 

●就労支援に関わる制度等 
（ア）雇用保険､（イ）フレックスタイム制度､（ウ）産業医・産業保健師等  

37 



（３）患者に届ける仕組みの整備 

がん患者等向け一覧表のリーフレットは「がんと診断されて
もすぐに仕事を辞める必要はない」と明示し、裏面に一覧表
を掲載する（例示：千葉県チラシ）。 
患者に届けるために、以下の場所でのチラシ掲示や趣旨の周
知を検討してはどうか。 

38 

＜患者・家族等に訪れる箇所での配布＞ 
①拠点病院（主治医、がん相談支援センター） 

②病院・診療所（がん登録お知らせ経由による配布協力依頼） 

③健康支援薬局（県薬剤会経由） 

④がんサロン・患者会（出水南がんサロン、働き＆子育て世代のがんサロンなど） 

＜各職種への周知（広報・お知らせ、研修会等の機会利用）＞ 
⑤医師･看護師（県医師会(医師会報)､県看護協会(看護くまもと)） 
⑥企業（県経営者協会、協会けんぽ熊本支部、県社労士会、 
    県労働雇用創生課経由） 
⑦行政・保健師等（市町村・保健所他） 



がん患者等に対する就労支援を充実させる対策のための提言書 

優先対策は、平成29年度の検討事項とし、会議外による意見交
換等を実施し可能な範囲で取組みを進める。 
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【優先して着手又は実施することが望ましい対策】 
（１）各機関への啓発チラシやマニュアル等支援ツールの提供 
   平成29年度企業経営者・人事担当者向けリーフレット作成を検討（愛知県参考） 

（２）がん患者、職場、医療機関等をつなぐ就労支援シートの作成 
   仕事と治療の両立支援ガイドラインの様式を参考に可能な範囲で運用を開始し、 

    必要に応じて、本県シートの作成を模索する。 

（３）就労支援の専門家と連携した相談対応の実施 
   熊大病院とハローワーク熊本における連携体制を熊本労働局と県内拠点病院で 

   協議し整備する。研修の場等を活用した顔の見える関係の構築。 

（４）ピアサポート体制の充実・実施 
   ピアサポートセミナー（3月5日､12日）、がんサロンでの講演、おしゃべり 

   相談室、がん相談ホットライン等の取組みを進める。 

（５）がんに対する正しい知識の普及啓発等を含む「がん教育」の実施 
   平成29年度は準備ができた小中高校から、平成30年度から全小中高校での 

   「がん教育」の実施を目指して取組みが進められている。 



がん患者等の就労支援に関する既存の各種支援ツール 

40 



診断されたらはじめに見るがんと仕事のQ&A 

「治療と就労に関する
ネット調査」に寄せられ
た体験者の声をもとに、
研究班の患者作業部会と
専門家が作成したＱ＆Ａ
集。 
 

第１章 診断から復職まで 
第２章 復職後の働き方   
第３章 新しい職場への応募 
第４章 お金と健康保険   
第５章 家事や子育て 41 



がん患者等就労支援シートによる連携 

【仕事と治療の両立支援ガイドラインの様式】 
 

＜企業等から主治医への意見確認＞ 
①勤務情報を主治医に提供する際の様式例 
 

②治療の状況や就業継続の可否等について 
 主治医の意見を求める際の様式例 
 （診断書と兹用） 
 

③職場復帰の可否等について 
 主治医の意見を求める際の様式例 
 
＜企業等が必要に応じて主治医・産業医・産業保健 
 師等と連携してプランを作成（望ましい）＞ 
④両立支援プラン／職場復帰支援プランの作成例 

42 

産業医・産業保健師等、専門医・がん相談員、企業者側、が
ん経験者等の各視点から、現在の実態や今後の具体的な運
用・活用等に向けた意見交換を行って今後の方向性を確認し
てはどうか。 



医療機関と労働局（ハローワーク）の連携 

労働局・ハローワーク 

の 

がん患者等に対する就職支援事業 

就職支援ナビゲーター１名配置
（H28.4～）（ハローワーク熊本） 
・がん患者等の就職相談 
・職場定着に関する相談 

就職支援・復職相談など 

ご本人から「仕事がしたい」「紹介し 
てほしい」とおっしゃっているが、 
大丈夫だろうか? 

熊大病院における月２回の出張相談 
第２、第４水曜日10時半～15時半 
予約制：1人1時間 

がん診療連携拠点病院 
がん相談支援センター 

仕事の相談や悩みなどの患者からの相
談に、状況に応じて、専門的な相談を
依頼。 

がん相談支援センターで受ける患者等の相談を、県内の
ハローワークとがん診療連携拠点病院につなぐルールづ
くりを検討してはどうか。 

労働者＝患者 
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がんピアサポート基礎セミナーの開催 

がんピアサポーター（仲間同士で支え合う）を養成するため、 
県主催でがんピアサポートセミナーを実施しています。 
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がんピアサポート実践セミナーの開催 

がんピアサポーター（仲間同士で支え合う）を養成するため、 
県主催でがんピアサポートセミナーを実施しています。 
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  学校におけるがん教育の在り方について（報告）概要  
平成２７年３月 

熊本県がん教育推進協議会で議論（第１回H28.11.30、第２回H291.30） 
平成29年度は準備できたところから、平成30年度からは、県内の全小中高校で
「がん教育」を実施予定。専門医､がん経験者等に外部講師の協力依頼を行う予定。 46 



国の次期基本計画の 
スケジュール 他 

参考資料５ 

平成２９年２月７日 
熊本県健康づくり推進課 



国の次期基本計画のスケジュール等 

出典：第56回がん対策推進協議会  資料５－１ 

次期熊本県がん対策推進計画の
改訂における就労支援の取組み
についてのご意見等がありまし
たら、県にお寄せください。 
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熊本県のがん診療連携拠点病院の状況 

①熊本大学医学部附属病院 

都道府県がん診療連携拠点病院 

地域がん診療連携拠点病院 

①国立熊本医療センター 
①熊本赤十字病院､①済生会熊本病院 
②熊本労災病院､③荒尾市民病院､ 
④人吉医療センター、 
 

熊本県指定がん診療連携拠点病院 

①熊本中央病院、 
①熊本地域医療センター、 
①くまもと森都総合病院、 
①大腸肛門病センター高野病院、 
②熊本総合病院、⑤熊本再春荘病院、 
⑥水俣市立総合医療センター、 
⑦天草地域医療センター、 
⑦天草中央総合病院、 
⑧山鹿市民医療センター、⑨熊本南病院 

「がん診療連携拠点病院」は､専門的ながん医療の提供､がん診療の 
連携協力体制の整備､患者への相談支援や情報提供などを担っている｡ 

１か所 

６か所 

11か所 

平成2９年1月現在 

指定期間4年 
原則１医療圏１か所 

※熊本市民病院は 
 震災被害で平成29年1月6日付で取消 

① 

② 

③ 

④ 

⑤ 

⑥ 

⑦ 

⑧ 

⑨ 
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熊本県がん診療連携協議会の概要 

【協議会構成員】 がん診療連携拠点病院（７施設）、 
県指定がん診療連携拠点病院（１１施設）、医療関係団体、熊本県 

幹事会 

 地域におけるがん診療連携体制等がん医療に係る情報交換 
 熊本県内の院内がん登録データの分析、評価等 
 熊本県内のがんに係るセカンドオピニオンが提示可能な医療機関の情報提供 
 熊本県における研修計画、診療支援医師の派遣調整 
 地域連携クリティカルパスの整備 

がん診断部会 

化学療法部会 

放射線療法部会 

緩和ケア部会 

相談支援・情報連携部会 

がん登録部会 

画像診断に関する研修の実施 
病理診断に関する研修の実施 
診断支援医師の派遣調整 

緩和ケアに関する研修の実施 
診療支援医師の派遣調整 
緩和ケア、ホスピスの連携体制 

化学療法に関する研修の実施 
診断支援医師の派遣調整 

がん相談支援に関する研修の実施 
セカンドオピニオンに関する情報提供 
地域連携クリティカルパスの整備 

放射線療法に関する研修の実施 
診断支援医師の派遣調整 

がん登録に関する研修の実施 
院内がん登録の統計 
県内のがん登録データ分析、評価 

が
ん
看
護
臨
床
実
務
研
修
Ｗ
Ｇ 

各
施
設
・
団
体
か
ら
部
会
へ
参
加 

ＰＤＣＡ推進ＷＧ 

50 



がん相談支援センターの業務 

ア がんに関 する一般的な情報の提供  
イ 地域の医療機関等に関する情報の収集、提供  
ウ セカンドオピニオンの提示が可能な医師の紹介  
エ がん患者の療養上の相談 
オ 就労に関する相談 
カ 地域のがん医療連携体制事例の情報収集、提供  
キ アスベストによる肺がん･中皮腫に関する医療相談  
ク HTLV－１関連疾患であるATLに関する医療相談  
ケ 医療関係者と患者会等のサポートグループ活動や 
  患者サロンの定期開催等の患者活動に対する支援  
コ 相談支援センターの広報・周知活動  
サ 相談員等に対する教育と支援サービス向上の取組 
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がん相談支援センターの相談内容 

出典：「スマートライフプロジェクト 生活習慣病を知ろう－がん」より 

治療の理解を深める 医療者との関わり 

周囲との関わり 
気持ちのこと 

制度 療養生活の過ごし方 
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県内のがん相談支援センターの利用状況 

 国指定及び県指定のがん診療連携拠点病院の19のがん相談支  
 援センターには合計で110人のがん相談員がおり、１年間で、 
 約２万件（H27.1～12）の相談がありました。 

  
年間新入院
がん患者数 

(1月～12月) 

年間外来がん
患者のべ数 
（1～12月) 

相談 
件数 

相談員1
人当たり
相談件数 

がん相談員数（職種別） 

看護師 
社会 
福祉士 

その
他 

合計 

国指定 
（8病院） 17,738 317,232 12,503 179 35 26 9 70 

県指定 
（11病院） 11,022 153,568 8,050 201 15 23 2 40 

合計 28,760 470,800 20,553 187 50 49 11 110 

※平成28年度がん診療連携拠点病院現況報告より集計。※熊本市民病院を含む。 
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熊本県がん予防対策連携企業･団体 

 標記企業・団体は、従業員やその御家族等に対し、がん予防 
 に関する知識の普及啓発やがん検診受診促進及び生活習慣病 
 対策など、がん予防対策に取り組んでいる。 

＜協定・登録企業＞ 23社 ※がんの就労支援等に具体的に取り組んでいる企業・団体は「14」 
アフラック熊本支社、㈱熊本銀行、全労済熊本本部、東京海上日動あんしん生命保険㈱、東京海上日動火災
保険㈱熊本支店、㈱ニュースカイホテル、㈱肥後銀行、明治安田生命保険相互会社熊本支社、 
(一財)熊本テルサ､サントリービバレッジサービス㈱九州営業本部､㈱鶴屋百貨店､生活協同組合くまもと、 
熊本県酪農協同組合連合会､日本生命保険相互会社熊本支社､ ㈱かんぽ生命保険､(一社)熊本県法人会連合会､ 
第一生命保険㈱、㈱アドルーム、㈱熊本県民テレビ、住友生命保険相互会社熊本支社、㈱エフエム熊本、 
㈱えがお、富国生命保険相互会社熊本支社 

・上司、人事部、産業医などが相談に応じ、休暇制度や時短勤務の 
 活用、配置転換、時間外勤務の抑止などを行う。 
・業務の軽減や通勤時間の短縮を実施。 
・特別傷病休暇、休職等により治療に専念できるよう配慮。 
・労働組合と使用者側との運営協議会におけるチェック。 
・有給処理と退院後の就業時間内の通院許可。 

＜がんに罹患した従業員が継続就労できる取組み例＞ 
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